
議案第　32　号

（総則）

第１条　令和７年度大台町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）当該年度末給水戸数 ４，２５４ 戸

（２）年間総給水量 ９３１，９４６ ㎥

（３）一日平均給水量 ２，５５３ ㎥

（４）主要な建設改良事業の概要

（ア）水道施設整備事業 １６，０００ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款 水道事業収益 ４３４，４２４ 千円

　第１項 　営業収益 ２３５，８９６ 千円

　第２項 　営業外収益 １９８，５２８ 千円

支出

第１款 水道事業費用 ４８３，７１７ 千円

　第１項 　営業費用 ４４５，２２０ 千円

　第２項 　営業外費用 ３７，３４７ 千円

　第３項 　特別損失 １５０ 千円

　第４項 　予備費 １，０００ 千円

令和７年度　大台町水道事業会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１３２，２２９千円は当年度

　分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，５４５千円及び当年度分損益勘定留保資金等１３０，６８４千円で補てんするものとする。）。

収入

第１款 資本的収入 千円

　第２項 　企業債 千円

　第３項 　出資金 千円

　第４項 　他会計負担金 千円

支出

第１款 資本的支出 千円

　第１項 　建設改良費 千円

　第２項 　企業債償還金 千円

　第３項 　基金積立金 千円

　第４項 　予備費 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

３３４，７８９

１６，１０１

３１５，１８８

２，５００

水道事業債
　融通先の条件による。
　ただし、企業財政の都合に
より償還期間を短縮し、もし
くは繰上償還又は低利借換を
することができる。

過疎対策事業債

２０２，５６０

１８６，５６０

１，２００

１４，８００

計

証書借入

１，０００

償還の方法

７，４００千円

７，４００千円

５.０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行なった後にお
いては、当該見直し後の利
率）

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　率

１４，８００千円
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。　

（１）職員給与費 ３８，９３５ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　水道事業推進のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０３，１４４千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産購入限度額は、２，４００千円と定める。

令和７年3月10日　提出

大台町長　大　森　正　信
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収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

１　水道事業収益 ４３４，４２４

１　営業収益 ２３５，８９６

１　給水収益 ２３４，０００ 水道料金収入

２　受託工事収益 １０ 受託工事収入

３　その他営業収益 １，８８６ 諸手数料等の収入

２　営業外収益 １９８，５２８

１　受取利息及び配当金 １７ 預金利子の収入

２　他会計補助金 １０３，１４４ 一般会計補助金

３　長期前受金戻入 ９５，３６６ 補助金等により取得した資産の減価償却費相当分の戻入

４　雑収益 １ 消費税還付金・不用品売却等の収入

令和７年度　大台町水道事業会計予算実施計画書

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

１　水道事業費用 ４８３，７１７

１　営業費用 ４４５，２２０

１　原水及び浄水費 ８９，５７１ 原水の取水及び浄水に要する費用

２　配水及び給水費 ２４，９３８ 配水及び給水に要する費用

３　総係費 ５５，１９０ 経営上の管理費

４　減価償却費 ２７５，４１９ 固定資産の減価償却費

５　資産減耗費 １０１ 有形固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗費

６　その他営業費用 １ 上記以外の営業費用

２　営業外費用 ３７，３４７

１　支払利息及び
　　企業債取扱諸費

２９，１５６ 企業債の利息

２　消費税 ８，１９０ 支払消費税

３　雑支出 １ 雑支出

３　特別損失 １５０

１　過年度損益修正損 １５０ 過年度の損益修正損

４　予備費 １，０００

１　予備費 １，０００ 予備費
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収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

１　資本的収入 ２０２，５６０

２　企業債 １４，８００

１　企業債 １４，８００ 企業債

３　出資金 １８６，５６０

１　出資金 １８６，５６０ 一般会計出資金

４　他会計負担金 １，２００

１　他会計負担金 １，２００ 一般会計負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出
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支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備考

１　資本的支出 ３３４，７８９

１　建設改良費 １６，１０１

１　水道施設整備事業 １６，０００ 建設改良工事費

２　固定資産購入費 １０１ 量水器の購入費

２　企業債償還金 ３１５，１８８

１　企業債償還金 ３１５，１８８ 企業債の償還元金

３　基金積立金 ２，５００

１　基金積立金 ２，５００ 建設改良費等の積立金

４　予備費 １，０００

１　予備費 １，０００ 予備費
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 51,044,300

減価償却費 275,419,000

固定資産除却費 100,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 377,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 0

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 95,366,000

受取利息及び配当金 △ 17,000

支払利息及び企業債取扱諸費 29,156,000

未収金の増減額（△は増加） △ 3,969,000

未払金の増減額（△は減少） 5,012,277

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 140,800

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 159,527,177

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 29,156,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 130,372,177

令和７年度　大台町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：円）

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 15,454,400

補助金、負担金等による収入 0

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 1,200,000

基金の利息による収入 16,000

基金の取崩による収入 0

基金への積立による支出 △ 2,500,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,738,400

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 200,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 200,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 14,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 315,186,604

他会計からの出資による収入 186,560,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 113,826,604

　　資金に係る換算差額 0

　　資金増加額又は減少額 △ 192,827

　　資金期首残高 63,698,866

　　資金期末残高 63,506,039
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　１　総括 （単位：千円）

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

7 6,951 15,340 10,690 32,981 5,954 38,935

6 3,073 14,796 8,719 26,588 5,202 31,790

1 3,878 544 1,971 6,393 752 7,145

（単位：千円）

区　　　分
期末勤勉

手当
扶養手当 通勤手当 住居手当

管理職
手当

時間外
勤務手当

児童手当 地域手当
退職

給付費
賞与

引当金

本　　年　　度 5,462 648 75 0 480 700 380 330 0 2,615

前　　年　　度 4,621 618 125 0 0 700 360 0 0 2,295

比　　　　　較 841 30 △ 50 0 480 0 20 330 0 320

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

4 0 15,340 9,267 24,607 4,733 29,340

4 0 14,796 7,880 22,676 4,545 27,221

0 0 544 1,387 1,931 188 2,119

（単位：千円）

区　　　分
期末勤勉

手当
扶養手当 通勤手当 住居手当

管理職
手当

時間外
勤務手当

児童手当 地域手当
退職

給付費
賞与

引当金
本　　年　　度 4,436 648 75 0 480 700 380 330 0 2,218

前　　年　　度 4,051 618 125 0 0 700 360 0 0 2,026

比　　　　　較 385 30 △ 50 0 480 0 20 330 0 192

　　　職　員　数（人）
合　計

法定
福利費

手
当
等
の
内
訳

区　　　分

給　与　費　明　細　書

給　　　　与　　　　費

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較

法定
福利費

合　計
　　　職　員　数（人） 給　　　　与　　　　費

本　　年　　度

手
当
等
の
内
訳

前　　年　　度

比　　　　　較

区　　　分

備　考

備　考
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 手当等 計

3 6,951 0 1,423 8,374 1,221 9,595

2 3,073 0 839 3,912 657 4,569

1 3,878 0 584 4,462 564 5,026

（単位：千円）

区　　　分
期末勤勉

手当
扶養手当 通勤手当 住居手当

管理職
手当

時間外
勤務手当

児童手当 地域手当
退職

給付費
賞与

引当金

本　　年　　度 1,026 0 0 0 0 0 0 0 0 397

前　　年　　度 570 0 0 0 0 0 0 0 0 269

比　　　　　較 456 0 0 0 0 0 0 0 0 128

区　　　分
給　　　　与　　　　費 法定

福利費
合　計

職　員　数
（人）

備　考

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較

手
当
等
の
内
訳
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　２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 説明

給料 544 １　給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

　　 　給料表の改定率　　 ％

　給与改定実施時期 年 月

２　普通昇給に伴う増減分 昇給期別職員表 （昇給期） （職員数）

　　 4月 人

7月 人

10月 人

1月 人

３　その他の増減分 544 　職員の異動等による 職員数の異動状況

（その他） （計）

本年度 4人 0人 4人

前年度 4人 0人 4人

増　減 0人 0人 0人

手当 1,971 １　制度改正に伴う増減分 330 地域手当 330 千円

　　

２　その他の増減分 1,641 　職員の異動等による 扶養手当 30 千円

住居手当 0 千円

通勤手当 △ 50 千円

期末勤勉手当 841 千円

時間外手当 0 千円

児童手当 20 千円

管理職手当 480 千円

賞与引当金 320 千円

増減事由別内訳（千円） 備考

（現に在職する職員数）
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　３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

行　政　職 現　業　職

318,300 319,700

384,339 329,154

39歳5ヶ月 58歳11ヶ月

304,600 316,100

323,100 323,100

40歳1ヶ月 57歳11ヶ月

　（２）初任給（令和７年４月１日現在）

行　政　職　（円） 現　業　職　（円）

高　　校　　卒 188,000 199,000 188,000 －

大　　学　　卒 220,000 － － －

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

区　　　　分 行　政　職　（円） 現　業　職　（円）
一般会計の制度

令和６年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区　　　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

令和７年４月１日現在
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　（３）級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

１級 1 33.3 １級 １級 １級

２級 ２級 ２級 1 33.3 ２級

３級 ３級 ３級 1 33.3 ３級

４級 1 33.3 ４級 1 100.0 ４級 1 33.4 ４級 1 100.0

５級 1 33.4 ５級 ５級 ５級

６級 ６級 ６級 ６級

計 3 100.0 計 1 100.0 計 3 100.0 計 1 100.0

　（級別の基準となる職務）

課長 参事

４　級 ５　級区　　　分 ６　級

一 般 行 政 職 主事 主事 主査 係長

令和７年

４月１日現在

令和６年

４月１日現在

１　級 ２　級 ３　級

級
区　　分 区　　分

行　政　職 現　業　職

級 級

行　政　職 現　業　職

級
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　（４）昇給

合　　計 行　政　職 現　業　職

4 3 1

4 3 1

 １号給（人） 0 0 0

 ２号給（人） 1 0 1

 ３号給（人） 0 0 0

 ４号給（人） 3 3 0

100.00 100.00 100.00

4 3 1

4 3 1

 １号給（人） 0 0 0

 ２号給（人） 1 0 1

 ３号給（人） 0 0 0

 ４号給（人） 3 3 0

100.00 100.00 100.00

　（５）特殊勤務手当

　該当事項なし

区　　　　　分

　職　 　員　　 数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

本
　
　
年
　
　
度

前
　
　
年
　
　
度

　職　 　員　　 数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

　号給数別内訳

　号給数別内訳
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　（６）期末手当・勤勉手当（令和７年４月１日現在）

６月（月分） １２月（月分）

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度 2.250 2.350 4.600 有

一般会計の制度 2.300 2.300 4.600 有

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和７年４月１日現在）

２０年勤続のもの ２５年勤続のもの ３５年勤続のもの 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900
定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900
定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

　（８）その他の手当

児 童 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 同　　　じ

扶 養 手 当 同　　　じ

区　　分
支給期別支給率

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

支給率計
職制上の段階、職務

の
級等による加算措置

備　　考

その他の
加算措置等

区　　分
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１

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ 基 金 15,648,000

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定 41,162,609

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 15,648,000

固 定 資 産 合 計 6,444,921,400

有 形 固 定 資 産 合 計 6,429,273,400

工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,571,612

工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 5,293,032 278,580

車 輛 及 び 運 搬 具 0

車輛及び運搬具減価償却累計額 0 0

機 械 及 び 装 置 1,124,472,946

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 672,474,163 451,998,783

構 築 物 7,679,151,334

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,095,136,969 5,584,014,365

建 物 341,195,451

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 56,208,841 284,986,610

令和７年度　大台町町水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

（単位：円）

有 形 固 定 資 産

土 地 66,832,453
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(1)

(2)

(3)

３

(1)

イ

ロ

固 定 負 債 合 計 2,123,898,315

そ の 他 の 企 業 債 9,126,748

企 業 債 合 計 2,123,898,315

企 業 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

2,114,771,567

負　債　の　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 98,023,168

資 産 合 計 6,542,944,568

貸 倒 引 当 金 △ 4,966,211 34,404,789

貯 蔵 品 112,340

現 金 預 金 63,506,039

未 収 金 39,371,000

流 動 資 産
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(1)

(2)
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(3)
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ロ

(4)

(5)

５

(1)

(2)

2,150,508,317

収 益 化 累 計 額 △ 948,987,748

負 債 合 計 4,588,648,621

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計 314,241,989

そ の 他 流 動 負 債 500,000

長 期 前 受 金 3,099,496,065

繰 延 収 益 合 計

未 払 金 15,639,377

3,053,000

法 定 福 利 費 引 当 金 438,000

引 当 金 合 計

そ の 他 の 企 業 債 447,397

賞 与 引 当 金 2,615,000

企 業 債 合 計 295,049,612

引 当 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

294,602,215

0

企 業 債

一 時 借 入 金

流 動 負 債

1919



６

７

(1)

イ

ロ

ハ

(2)

イ

負 債 資 本 合 計 6,542,944,568

剰 余 金 合 計 △ 707,074,109

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 725,863,198

利 益 剰 余 金 合 計 △ 725,863,198

資 本 合 計 1,954,295,947

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 18,789,089

一 般 会 計 繰 入 金 2,685,888

工 事 負 担 金 185,683

国 庫 補 助 金 15,917,518

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金 2,661,370,056
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注記 （令和７年度）

Ⅰ　重要な会計方針

　　　 １　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　・　貯蔵品　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　・　減価償却の方法　定額法による。（ただし、量水器については取替法による。）

　　・　主な耐用年数

建物 ３０年～６０年

構築物 　８年～６０年

機械及び装置 　４年～２０年

車両及び運搬具 　４年～　６年

工具器具及び備品 　５年～１６年

３　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

　　　本町は、三重県市町総合事務組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合に一般負担金を拠出しているが、

　　一般会計との間での「水道事業職員の退職手当給付金に係る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合へ

　　の調整負担金は、全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金

　　を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。

（２）賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　属する額を計上している。
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（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、

　　当年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更正債権等それぞれの貸倒実績率に

　　より、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ･フロー計算書等関連

１　重要な非資金取引

　　　該当事項なし

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　　　該当事項なし

２　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還期限が到来するものも

　　含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，２９７，５３２千円である。　

３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　該当事項なし
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４　引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として７，９６２千円を支給するため、賞与引当金２，６１５千円

　　を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として１，３１３千円を支給するため、法定福利費

　　引当金４３８千円を取り崩す。

（３）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし

Ⅳ　減損損失

１　グルーピングの方法

　　　水道事業会計において使用している固定資産については、すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成

　　していることから、水道事業を１つの資産グループとしている。

２　減損の兆候について

　　　当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　　　水道事業の業務活動から生じる損益が継続してマイナスとなる状況であるため、減損の兆候が生じているが、割引

　　前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価格を上回るため、減損損失を認識していない。

用途 資産の種類 所在地

水道事業 土地、建物、構築物、機械及び装置 大台町弥起井２７９番地１　他
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Ⅴ　リース契約により使用する固定資産

１　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅵ　重要な後発事象

　　　該当事項なし

Ⅶ　その他の注記

　　　該当事項なし
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１

(1)

(2)

(3)

２

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

営 業 損 失 251,953,200

そ の 他 営 業 費 用 900 427,972,200

原 水 及 び 浄 水 費 82,471,600

配 水 及 び 給 水 費 24,459,000

総 係 費 43,674,700

減 価 償 却 費 277,135,000

資 産 減 耗 費 231,000

営 業 費 用

令和６年度　大台町町水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：円）

営 業 収 益

給 水 収 益 174,545,400

受 託 工 事 収 益 228,100

そ の 他 営 業 収 益 1,245,500 176,019,000
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３

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

４

(1)

(2)

５

(1)

(2)

６

(1)

(2)

営 業 外 収 益

雑 収 益 2,349,000 234,795,000

受 取 利 息 2,000

他 会 計 負 担 金 136,137,000

補 助 金 0

長 期 前 受 金 戻 入 96,307,000

他 会 計 負 担 金 0

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,481,000

雑 支 出 0 203,314,00031,481,000

経 常 損 失 48,639,200

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 0

そ の 他 特 別 利 益 48,000 48,000

△ 102,000

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 150,000

そ の 他 特 別 損 失 0 150,000
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当 年 度 未 処 理 欠 損 金 674,818,898

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

当 年 度 純 損 失 48,741,200

前 年 度 繰 越 欠 損 金 626,077,698
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令和６年度　大台町町水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

（単位：円）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 66,832,453

建 物 341,195,451

構 築 物 7,663,696,934

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 49,962,841 291,232,610

機 械 及 び 装 置 1,124,471,946

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,892,985,969 5,770,710,965

車 輛 及 び 運 搬 具 0

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 605,452,163 519,019,783

工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,571,612

車輛及び運搬具減価償却累計額 0 0

建 設 仮 勘 定 41,162,609

工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 5,293,032 278,580

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 6,689,237,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 13,148,000

基 金 13,148,000

固 定 資 産 合 計 6,702,385,000
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(3)
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(1)
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流 動 資 産

未 収 金 35,402,000

現 金 預 金 63,698,866

貯 蔵 品 72,540

貸 倒 引 当 金 △ 4,589,211 30,812,789

資 産 合 計 6,796,969,195

流 動 資 産 合 計 94,584,195

負　債　の　部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

2,394,573,782

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債 9,574,145

企 業 債 合 計 2,404,147,927

固 定 負 債 合 計 2,404,147,927
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(3)
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ロ

(4)

(5)

５

(1)

(2)

一 時 借 入 金 0

流 動 負 債

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

314,744,089

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債 442,515

企 業 債 合 計 315,186,604

引 当 金

賞 与 引 当 金 2,615,000

法 定 福 利 費 引 当 金 438,000

引 当 金 合 計

未 払 金 10,627,100

3,053,000

流 動 負 債 合 計 329,366,704

そ の 他 流 動 負 債 500,000

4,978,188,948

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 3,098,296,065

収 益 化 累 計 額 △ 853,621,748

繰 延 収 益 合 計 2,244,674,317

負 債 合 計
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資　本　の　部

資 本 金 2,474,810,056

剰 余 金

国 庫 補 助 金 15,917,518

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金 185,683

18,789,089

利 益 剰 余 金

一 般 会 計 繰 入 金 2,685,888

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

△ 674,818,898

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 674,818,898

資 本 合 計 1,818,780,247

剰 余 金 合 計 △ 656,029,809

負 債 資 本 合 計 6,796,969,195
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注記 （令和６年度）

Ⅰ　重要な会計方針

　　　 １　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　・　貯蔵品　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。）

２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　・　減価償却の方法　定額法による。（ただし、量水器については取替法による。）

　　・　主な耐用年数

建物 ３０年～６０年

構築物 　８年～６０年

機械及び装置 　４年～２０年

車輛及び運搬具 　４年～　６年

工具器具及び備品 　５年～１６年

３　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

　　　本町は、三重県市町総合事務組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合に一般負担金を拠出しているが、

　　一般会計との間での「水道事業職員の退職手当給付金に係る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合へ

　　の調整負担金は、全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金

　　を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。

（２）賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　属する額を計上している。
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（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、

　　当年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更正債権等それぞれの貸倒実績率に

　　より、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ･フロー計算書等関連

１　重要な非資金取引

　　　該当事項なし

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　　　該当事項なし

２　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還期限が到来するものも

　　含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，４９７，８７３千円である。　

３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　該当事項なし
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４　引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として５，２０５千円を支給するため、賞与引当金２，２９５千円

　　を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として９５６千円を支給するため、法定福利費

　　引当金４０２千円を取り崩す。

（３）貸倒引当金の取崩し

　　　該当事項なし

Ⅳ　減損損失

１　グルーピングの方法

　　　水道事業会計において使用している固定資産については、すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成

　　していることから、水道事業を１つの資産グループとしている。

２　減損の兆候について

　　　当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。

　　　水道事業の業務活動から生じる損益が継続してマイナスとなる状況であるため、減損の兆候が生じているが、割引

　　前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価格を上回るため、減損損失を認識していない。

用途 資産の種類 所在地

水道事業 土地、建物、構築物、機械及び装置 大台町弥起井２７９番地１　他
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Ⅴ　リース契約により使用する固定資産

１　リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅵ　重要な後発事象

　　　該当事項なし

Ⅶ　その他の注記

　　　該当事項なし
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収　　入

１　款　　水道事業収益 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

1 営業収益 235,896 197,945 37,951

1 給水収益 234,000 196,000 38,000 水道料金 234,000 水道料金 234,000

2 受託工事収益 10 10 0 受託工事収益 10 給水工事収益 10

3 その他営業収益 1,886 1,935 △ 49 手数料 202 開栓手数料 180

給水装置工事事業者指定手数料等 22

雑収益 1 雑収益 1

新規加入申込金 1,683 新規加入申込金 1,683

2 営業外収益 198,528 233,280 △ 34,752

1 受取利息及び配当金 17 2 15 預金利息 1 普通預金利息 1

基金利息 16 水道事業基金利息 16

2 他会計補助金 103,144 137,572 △ 34,428 一般会計補助金 103,144 一般会計補助金（企業債元利償還金） 103,144

3 長期前受金戻入 95,366 95,705 △ 339 長期前受金戻入 95,366 国庫補助金 69,397

県補助金 3,474

一般会計補助金 19,932

工事負担金 2,015

他会計負担金 270

受贈財産 278

4 雑収益 1 1 0 その他雑収益 1 その他雑収益 1

計 434,424 431,225 3,199

令和７年度　大台町水道事業会計予算実施計画明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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支　　出

１　款　　水道事業費用 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

1 営業費用 445,220 440,860 4,360

1 原水及び浄水費 89,571 88,919 652 備消品費 50 消耗品費 50

燃料費 460 燃料費 460

光熱水費 18,716 光熱水費 18,716

通信運搬費 2,520 通信運搬費 2,520

委託料 18,392 水質検査委託料 4,800

自家発保守点検業務委託料 1,016

機械電気設備保守点検業務委託料 4,276

水道施設保守点検管理業務委託料 8,300

手数料 18 職員予防接種・便検査手数料 18

賃借料 202 水道施設敷地借上料 96

浄化槽使用料 106

修繕費 7,422 修繕費 4,100

水道施設小規模修繕費 1,000

栗谷浄水場　薬注設備修繕工事 2,322

薬品費 5,100 薬品費 5,100

材料費 140 材料費 140

受水費 36,551 南勢水道用水供給事業水道使用料 36,551

2 配水及び給水費 24,938 25,624 △ 686 備消品費 80 消耗品費 80

燃料費 130 燃料費 130

光熱水費 5,960 光熱水費 5,960

通信運搬費 2,260 通信運搬費 2,260

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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１　款　　水道事業費用 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

委託料 1,980 漏水調査業務委託 1,980

賃借料 143 水道施設敷地借上料 143

修繕費 13,425 修繕費 1,030

水道施設小規模修繕費 5,650

量水器取替修繕費 4,705

取替量水器 2,040

材料費 960 材料費 960

3 総係費 55,190 48,234 6,956 報酬 6,951 一般事務員報酬 6,951

給料 15,340 職員給料 15,340

手当 8,075 扶養手当 648

通勤手当 75

期末勤勉手当 4,436

時間外勤務手当 700

児童手当 380

一般事務員期末勤勉手当 1,026

地域手当 330

管理職手当 480

賞与引当金繰入額 2,615 賞与引当金繰入額 2,615

退職手組合負担金 2,532 退職手組合負担金 2,532

法定福利費 5,516 職員共済組合負担金 4,024

短期職員共済組合負担金 491

職員共済組合負担金追加費用 175

互助会負担金 62

職員公務災害補償基金 33

旧恩給組合給付費用 1

社会保険料負担金（一般事務員） 730

法定福利費引当金繰入額 438 法定福利費引当金繰入額 438

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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１　款　　水道事業費用 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

旅費 394 一般事務員費用弁償（旅費） 144

水道施設整備事業評価委員旅費 250

備消品費 180 消耗品費 160

書籍購入費 20

印刷製本費 926 印刷製本費 898

法規追録代 28

通信運搬費 1,235 郵便代 668

ＮＴＴ電話代 120

ＡｎｓｅｒＤＡＴＰＯＲＴ回線使用料 429

スマートメーター通信料 18

委託料 7,025 地方公営企業アドバイザリー業務委託 1,225

量水器検針業務委託料 5,800

手数料 1,022 公用車車検手数料 21

金融機関等取扱手数料 540

公金関連手数料 221

コンビニ収納手数料 220

出納取扱金融機関事務取扱手数料 17

残高証明発行手数料 3

賃借料 2,011 水道料金システム使用料 901

企業会計システム使用料 984

口座振替データ伝送サービス使用料 93

口座照会サービス等使用料 33

修繕費 300 ハンディーターミナル等修繕費 50

公用車修繕費 250

保険料 123 自動車損害共済保険料 42

自動車賠償責任保険料 18

量水器検針員障害補償保険料 63

負担金 121 日本水道協会等会費 121

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明

3939



１　款　　水道事業費用 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

貸倒引当金繰入額 377 貸倒引当金繰入額 377

公課費 9 自動車重量税 9

4 減価償却費 275,419 277,981 △ 2,562 275,419 建物 6,246

構築物 202,151

機械及び装置 67,022

5 資産減耗費 101 101 0 固定資産除却費 100 固定資産除却費 100

たな卸資産減耗費 1 たな卸資産減耗費 1

6 その他営業費用 1 1 0 雑支出 1 雑支出 1

2 営業外費用 37,347 33,237 4,110

1 支払利息及び 29,156 32,737 △ 3,581 一時借入金利息 100 一時借入金利息 100

企業債取扱諸費 企業債利息 29,056 簡易水道事業債利息 25,349

過疎対策事業債利息 928

辺地対策事業債利息 70

水道事業債利息 2,680

公営企業施設等整理債利息 29

2 消費税 8,190 499 7,691 消費税 8,190 令和７年度支払消費税 8,190

3 雑支出 1 1 0 その他雑支出 1 その他雑支出 1

3 特別損失 150 150 0

1 過年度損益修正損 150 150 0 過年度損益修正損 150 過年度損益修正損 150

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 予備費 1,000 予備費 1,000

計 483,717 475,247 8,470

有形固定資産減価償却
費

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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収　　入

１　款　　資本的収入 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

2 企業債 14,800 26,700 △ 11,900

1 企業債 14,800 26,700 △ 11,900 企業債 14,800 水道事業債 7,400

過疎対策事業債 7,400

3 出資金 186,560 234,794 △ 48,234

1 出資金 186,560 234,794 △ 48,234 一般会計出資金 186,560 一般会計出資金（企業債元金償還金） 186,560

4 他会計負担金 1,200 3,000 △ 1,800

1 他会計負担金 1,200 3,000 △ 1,800 一般会計負担金 1,200 一般会計負担金（消火栓等に要する経費） 1,200

計 202,560 264,494 △ 61,934

資　本　的　収　入　及　び　支　出

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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支　　出

１　款　　資本的支出 （単位 ： 千円）

区　　　分 金　額

1 建設改良費 16,101 62,804 △ 46,703

1 水道施設整備事業 16,000 62,700 △ 46,700 工事請負費 16,000 長ケ地内配水管布設替工事 16,000

2 固定資産購入費 101 104 △ 3 量水器購入費 101 量水器購入費 101

2 企業債償還金 315,188 338,086 △ 22,898

1 企業債償還金 315,188 338,086 △ 22,898 企業債償還金 315,188 簡易水道事業債元金 145,972

過疎対策事業債元金 165,042

辺地対策事業債元金 2,286

水道事業債元金 1,445

公営企業施設等整理債元金 443

3 基金積立金 2,500 2,500 0

1 基金積立金 2,500 2,500 0 基金積立金 2,500 水道事業基金積立金 2,500

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 予備費 1,000 予備費 1,000

計 334,789 404,390 △ 69,601

項 目 本年度 前年度 比　較
節

説　　　明
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